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◎ 業務勘定 

 

  この勘定は、基礎年金、拠出制国民年金及び福祉年金事業における業務取扱い、福

祉事業に係る収支を経理するために設けられたものである。 

 

 

○国民年金特別会計の仕組み 

 

 

  基礎年金拠出金 

  

 基礎年金相当給付費財源 

                     基礎年金給付費  

            基礎年金拠出金 

    

 交付金  基礎年金相当給付費財源 

  

 基礎年金費用財源繰入 

 

 保険料 

 国民年金給付費 

 

 年金国庫負担金 

  福祉施設費等財源繰入 

 

 （14’まで） 

 印紙収入繰入 

 （年金相談、施設事業、等） 

 事務費国庫負担 福祉施設事業 

 （14’まで） 

     印紙売捌収入    交付金（14’まで印紙手数料含む） 

 

   

    

 福祉年金国庫負担  福祉年金給付費 

  

  

 

 

 

一 

 

般 

 

会 

 

計 

 

基礎年金勘定 

 

    

国民年金勘定 

 

     年金積立金 

業務勘定 

（適用・徴収・給付業務）

 

被保険者 

福祉年金勘定 

被保険者 

（国民年金印紙） 

市町村

受給対象者 

受給者 

受給者 

被保険者 

厚生保険特別会計 

年金勘定 

国家公務員共済組

合連合会等 

被保険者等
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国民年金特別会計業務勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

平成15年3月31日 平成16年3月31日 平成15年3月31日 平成16年3月31日

現金・預金 13,818 4,608 未払金 11 12

未収金 0 0 前受金 － 137

前払費用 6 6 賞与引当金 1,828 2,732

有形固定資産 6,249 5,581 退職給付引当金 58,299 56,662

　　国有財産（公共用財産を除く） 6,057 5,403

土地 3,849 3,744

立木竹 3 3 60,139 59,544

建物 1,845 1,337

工作物 359 318 資産・負債差額 △ 30,005 △ 39,171

　　物品 192 177

無形固定資産 10,057 10,176

30,133 20,373 30,133 20,373

貸借対照表

＜資産・負債差額の部＞

負債及び資産・負債差額合計

＜負債の部＞＜資産の部＞

資産合計

負債合計
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国民年金特別会計業務勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度

自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

人件費 39,981 40,241

賞与引当金繰入額 1,828 2,732

退職給付引当金繰入額 3,434 3,306

委託費 46,458 38,301

国民年金勘定への繰入 9,822 10,301

一般会計への繰入 1 6

郵政事業特別会計への繰入 7,649 －

庁費等 56,114 49,173

その他の経費 3,718 4,080

減価償却費 4,094 3,506

資産処分損益 1,038 836

　　本年度業務費用合計 174,143 152,486

業務費用計算書

303291



国民年金特別会計業務勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度

自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 △ 31,933 △ 30,005

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 174,143 △ 152,486

Ⅲ　財源 176,071 143,321

　　１　自己収入 11,533 503

印紙売捌収入 10,768 －

運用益 0 －

その他の財源 765 503

　　２　他会計（勘定）からの受入 164,537 142,817

一般会計からの受入 74,575 69,513

国民年金勘定からの受入 89,962 73,303

Ⅳ　無償所管換等 － －

－ －

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減 － －

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 △ 30,005 △ 39,171

Ⅴ　資産評価差額

資産・負債差額増減計算書
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（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度

自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

Ⅰ　業務収支

　１　財源

印紙売捌収入 62,856 －

運用収入 0 －

資産の売却による収入 101 110

その他の収入 331 112

一般会計からの受入 74,575 69,513

国民年金勘定からの受入 93,685 76,953

前年度剰余金受入 2,317 3,517

財源合計 233,867 150,207

　２　業務支出

　　（１）業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 46,786 △ 47,011

委託費 △ 46,386 △ 38,301

一般会計への繰入 △ 1 △ 6

郵政事業特別会計への繰入 △ 7,649 －

国民年金勘定への繰入 △ 52,088 －

出資による支出 △ 64 △ 56

庁費等の支出 △ 61,199 △ 53,410

その他の支出 △ 3,790 △ 4,080

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 217,967 △ 142,867

　　（２）施設整備支出

立木竹に係る支出 △ 8 －

建物に係る支出 △ 761 △ 1,271

工作物に係る支出 △ 1,311 △ 1,459

施設整備支出合計 △ 2,081 △ 2,730

業務支出合計 △ 220,049 △ 145,598

　　業務収支 13,818 4,608

本年度収支 13,818 4,608

　　資金からの受入 － －

　　資金（国民年金勘定）への繰入 △ 10,301 △ 347

翌年度歳入繰入 3,517 4,261

　　収支に関する換算差額 － －

　　資金本年度末残高 － －

　　その他歳計外現金・預金本年度末残高 10,301 347

本年度末現金・預金残高 13,818 4,608

区分別収支計算書

国民年金特別会計業務勘定
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注記 

1. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産   

建物、工作物 
定率法により減価償却を行っている。 

物品 
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）」に定める耐用年数を基準とし、残存価格を取得原価の１０％とした

定額法により減価償却を行っている。 

  (2)無形固定資産 

ソフトウェアは取得年度の翌年度から利用可能期間（5 年間）に基づく定額   

法により減価償却をしている。 

 

2. 引当金の計上基準及び算定方法 

  (1)賞与引当金 

職員の賞与の支払に備えるため支給見込額のうち当期に負担する金額を下記の

計算方法により算出している。 

期末手当  翌年度期末手当予算額×6 月期支給割合/年間支給割合×4/6 

勤勉手当  翌年度期末手当予算額×6 月期支給割合/年間支給割合×4/6 

  (2) 退職給付引当金（恩給給付費、整理資源及び国家公務員災害補償年金に係る退

職給付引当金を除く） 

職員の退職金の支払に備えるため期末要支給額を下記の計算方法により算出し

ている。 

経験年数階層毎人員数×平均俸給額×退職手当支給率 
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＜重要な会計方針の変更＞ 
 
従来、整理資源に係る退職給付引当金繰入額については、退職給付引当金の前年度

末残高と当年度末残高との差額を計上していたが、本年度より、退職給付支給時に退

職給付引当金の取崩しを行い、年度末に当年度末残高との差額補充を退職給付引当金

繰入額とすることとした。 
この変更は、退職給付引当金繰入額の算定方法が差額補充法に統一されたことによ

るものである。 
この変更により、前年度の退職給付引当金繰入額が1,835百万円増加し、人件費が同

額減少している。 

 

3. 出納整理期間 

予算決算及び会計令第３条及び第４条により出納整理期間が設定されており、出納

整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

いる。 

 

4. 各財務書類における表示科目の説明 
 
＜貸借対照表＞ 

・ 「現金・預金」には、当該年度末における支払元受高たる現金と決算剰余金と

財政融資資金預託金との合計額を計上している。 
・ 「未収金」には、当該年度末における当該年度分、過年度分の雑収入等の未収

額を計上している。 
・ 「前払費用」には、翌年度以降分の自賠責保険料を計上している。 
・ 「土地」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている土地の台帳価格

を計上している。 
・ 「立木竹」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている立木竹の台帳

価格を計上している。 
・ 「建物」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている建物の台帳価格

を計上している。 
・ 「工作物」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている工作物の台帳

価格を計上している。 
・ 「物品」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている重要な機械器具

の台帳価格を計上している。 
・ 「無形固定資産」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている地上権、

地役権、施設利用権、著作権等の台帳価格を計上している。 
・ 「前受金」には、福祉施設費の翌年度への繰越額を計上している。 
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・ 「賞与引当金」には、期末手当及び勤勉手当のうち当期負担額を計上している。 
・ 「退職給付引当金」には、職員に係る退職手当、遺族補償年金及び整理資源に

係る引当金を計上している。 
 
＜業務費用計算書＞ 

・ 「人件費」には、職員に係る人件費を計上している。 

・ 「賞与引当金繰入額」には、賞与支給見込額のうち、当該年度に帰属する額を

計上している。 
・ 「退職給付引当金繰入額」には、職員に係る退職手当、遺族補償年金及び整理

資源に係る引当額のうち、当該年度に帰属する額を計上している。 

・ 「委託費」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条

第 1 項に規定する補助金等に該当しない、対価性のある委託費及び交付金等を

計上している。 
・ 「国民年金勘定への繰入」には、国民年金法第 92 条の規定により、国民年金

印紙による納付の方法によって納付された保険料を国民年金勘定へ繰り入れら

れる額を計上している。 
・ 「一般会計への繰入」には、業務取扱費に係る一般会計への繰入額を計上して

いる。 
・ 「庁費等」には、庁費及び電子計算機等借料等の物件費等を計上している。 
・ 「その他の経費」には、旅費、賠償償還及び払戻金等の経費を計上している。 
・ 「減価償却費」には、建物、工作物等の償却資産に係る減価償却費を計上して

いる。 
・ 「資産処分損益」には、たな卸資産、固定資産に係る処分損益を計上している。 

 
＜資産・負債差額増減計算書＞ 

・ 「前年度末資産・負債差額」には、前年度貸借対照表における資産・負債差額

を計上している。 
・ 「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書における本年度業務費用合計を

計上している。 
・ 「財源」には、自己収入と他会計からの受入の合計額を計上している。 
・ 「自己収入」には、その他の財源を計上している。 
・ 「その他の財源」には、支払調整金受入、雑収入、雑益等に係る収入額を計上

している。 
・ 「他会計（勘定）からの受入」には、一般会計等からの受入額を計上している。 
・ 「一般会計からの受入」には、国民年金法第 85条、国民年金法等の一部を改

正する法律附則 34 条の規定により、国庫から受け入れた国庫負担金に係る収

入額を計上している。 
・ 「国民年金勘定からの受入」には、国民年金の福祉施設及び業務取扱の費用等

を業務勘定で経理するため国民年金勘定より業務勘定へ受け入れる額を計上し

ている。 
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・ 「本年度末資産・負債差額」には、前年度末資産・負債差額に本年度業務費用

合計、財源、無償所管換等を加減した額を計上している。 
 
＜区分別収支計算書＞ 

・ 「財源」には、自己収入と他会計からの受入の合計額を計上している。 
・ 「資産の売却による収入」には、資産の売却に伴う収入額を計上している。 
・ 「その他の収入」には、雑収入に係る収入額を計上している。 
・ 「一般会計からの受入」には、国民年金法第 85条、国民年金法等の一部を改

正する法律附則 34 条の規定により、国庫から受け入れた国庫負担金に係る収

入額を計上している。 
・ 「国民年金勘定からの受入」には、国民年金の福祉施設及び業務取扱の費用等

を業務勘定で経理するため国民年金勘定より業務勘定へ受け入れる額を計上し

ている。 
・ 「前年度剰余金受入」には、前年度決算上の剰余金の受入額を計上している。 
・ 「人件費」には、職員に係る人件費を計上している。 
・ 「委託費」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条

第 1 項に規定する補助金等に該当しない、対価性のある委託費及び交付金等を

計上している。 
・ 「一般会計への繰入」には、業務取扱費に係る一般会計への繰入額を計上して

いる。 
・ 「出資による支出」には、年金資金運用基金への出資額を計上している。 

・ 「庁費等」には、庁費及び電子計算機等借料等の物件費を計上している。 

・ 「その他の支出」には、旅費、賠償償還及び払戻金等の経費を計上している。 

・ 「建物に係る支出」には、建物の計上に繋がる支出額を計上している。 

・ 「工作物に係る支出」には、工作物の計上に繋がる支出額を計上している。 

・ 「資金への繰入」には、決算処理による資金への繰入額を計上している。 

 

 

5. 単位未満の計数の切り捨て及び 100 万円未満の計数の表示等 

金額の単位は 100 万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致しな

いことがある。 

100 万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には

「－」で表示している。 
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附属明細書 

 （単位：百万円） 

1. 貸借対照表項目に関する明細 

（１）資産項目の明細 

① 固定資産の明細 

区分 

 

前年度末 

残高 

 

本年度 

増加額 

本年度 

減少額 

本年度 

減価償却額

 

評価差額
（本年度発

生分） 

本年度末

残高 

（有形固定資産） 
           

国有財産（公共用

財産を除く） 
6,057 111 662 102 － 5,403

土地 3,849 89 194 － － 3,744

立木竹 3 － － － － 3

建物 1,845 14 452 69 － 1,337

工作物 359 8 15 33 － 318

物品 192 3 7 11 － 177

小計 6,249 115 670 113 － 5,581

(無形固定資産)  

電話加入権 121 － 0 － － 121

ソフトウェア 9,935 3,511 － 3,392 － 10,054

小計 10,057 3,511 0 3,392 － 10,176

合計 16,307 3,626 670 3,506 － 15,757
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2．業務費用計算書の内容に関する明細 

（１） 委託費の明細 

内容 相手先 金額 支出目的 連結対象

の有無 

国民年金事務

取扱交付金 

市町村 37,244 市町村の国民年金事務に要する経費につ

いて､市町村は負担する義務を負わないと

され､国民年金法（昭和34 年法律第 141

号）第86 条において市町村が法令の規定

によって行う事務処理に必要な費用を交

付する。 

無 

国民年金事務

従事者研修等

委託費 

①国民年金基金連合会 

②（社）日本国民年金協会 

③（財）社会保険健康事業財団

④（社）全国国民年金福祉協会

連合会 

⑤（財）社会保険協会 

⑥全国社会保険委員会連合会 

 

513 市町村事務職員等の国民年金関係者の資

質の向上を図るための事務講習会等の実

施に要する費用。 

無 

年金資金運用

基金交付金 

年金資金運用基金 541 年金資金運用基金の業務（資金運用、グ

リーンピア､住宅融資等）に要する費用の

一部に相当する金額を交付 

有 

社会福祉･医療

事業団交付金 

社会福祉・医療事業団 1 社会福祉・医療事業団の業務（年金担保

貸付）に要する費用の一部に相当する金

額を交付 

無 

合計  38,301   

 

3．資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

（１）その他の財源の明細 

款 項 金額 

雑収入 雑収入 222 

雑益 雑益 281 

合計  503 
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4．区分別収支計算書の内容に関する明細 

（１）その他の収入の明細 

款 項 金額 

雑収入 雑収入 112 

合計  112 

 

 （２）その他歳計外現金・預金の明細 

 金額 

前年度末残高 10,301

本年度受入 

  国民年金勘定への繰入未了 347

本年度払出 

  国民年金勘定への繰入 △10,301

本年度末残高 347
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